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 私の一文字
サステナブルな地球委員会 委員長

高原 豪久
ユニ・チャーム

取締役 社長執行役員

　会員の方が思いを込めて選んだ一字に、書家の岡西佑奈
さんが命を吹き込む「私の一文字」。今月は、高原豪久サ
ステナブルな地球委員会委員長にご登場いただきました。

岡西　今年の一文字を社内に発信していると伺いました。
どのような思いで今年は「U」にされたのですか。
高原　その年の方針を一文字として発信することを、実は
社長就任時から続けています。皆のベクトルを合わせたい
と思い始めました。「ユニ・チャーム」の「ユニ」は、「Unique」

「Universal」「United」を由来としています。今回はその原点
に立ち返り、社名の頭文字でもある「U」を選びました。競
合とは一線を画すユニークさ。世界各国で使われ、誰にで
も使いやすいユニバーサル性。そして会社全体で同じ方向
に結実していくこと。当社の価値観でもあり、あらためて
重視したいと考えました。
岡西　禅僧が書く円相という書があります。それが三つの

「ユニ」の意と通じるように思い、円相をイメージしながら
今回は書きました。同じ方向に向くためには、社員との接
点も大事かと思います。社員の誕生日にメールを送ると記
事で拝見したのですが、その思いをお聞かせください。
高原　これも社長就任時に、皆のベクトルを合わせたいと
思い始めました。アイスブレークから始め、仕事に関して、
会社の目指す方向について、そして家庭を大切にといった
話を織り交ぜています。今では多くの社員から返信があり、
そこから商品開発につながったこともあります。コロナ禍

に誕生日メールの返信で、耳の不自由な社員が、「口が見え
るようなマスクを親が作ってくれた」という近況を書いて
くれました。唇が読めない不自由さに気付き、「顔がみえマ
スク」という商品を作ったのです。
岡西　他方で近年は、紙おむつのリサイクルなど循環型ビ
ジネスの構築にも力を入れているとのことですね。
高原　知行合一と言うように、「知ること」と「実践」は表裏
一体であるべきだと思っています。実は3.11の後から始業
時間を早めて、エネルギーピークをずらすようにしました。
できることを考えたらすぐに行動に移します。次は商品を
通じたSDGs貢献として、進めている中の一つが紙おむつの
水平リサイクル「RefF」プロジェクトです。近年、消費者の
価値観は機能価値・情緒価値・自己表現価値を統合的に重
視する方向に変わってきています。身近なところから環境
負荷の低減に貢献したいと考え、自ら使用するだけではな
く、周囲に推奨してくれる方もおり、水平リサイクル品の
意向が高まっていると感じています。
岡西　経済同友会ではサステナブルな地球委員会の委員長
を務められていますが、今の話がまさに通じますね。
高原　経済合理性を伴う循環サイクルを目指さなければ、
継続や拡大が困難であると考えています。この委員会では
温室効果ガス排出量を重要な一つの観点としていますが、
可視化を考えると同時に、社会や人々の価値観の変化も意
識し、事業構築に資する観点を持ちながら活動していきた
いと考えています。

「Unicharm」の原点に立ち返る

書家
岡西 佑奈
1985年３月生まれ。23歳で書家として
活動を始め、国内外受賞歴多数。
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宿泊税は何のために導入し、どう活用するのか
将来性を見据えた議論を

観光戦略委員会では2024年３月に宿泊税の全国的な導入
を提言した。すでに宿泊税を導入している自治体も複数あ
り気運は高まっている。その一方で、宿泊税の徴収が先行
してしまい、何のために課税を行うか、どのような課税が
望ましいのか、また徴収した税金をどう活用するべきかと
いった本質的な議論が不十分との危機感もある。観光振興
を持続可能なものとするためには、将来を見据えた議論が
必要だろう。

セッションに先立ち、三つのデータを紹介する。
一つ目は、観光立国政策として日本が掲げた2030年訪日

外国人数6,000万人という目標である。世界的に国際旅行者
数は年3.4％程度増加傾向にあるが、この目標を達成するた
めには年９％成長し続ける必要がある。23～24年にかけて
の増加率が約９％であったため、毎年同様の成長が求めら
れる数字とも言える。その分、受け皿となる魅力をつくり
続ける努力が問われてくる。

二つ目は、24年の観光収入8.1兆円という数字の意義であ
る。06～23年の推移をみると、日本人の国内旅行者数は減
少し、観光収入は5.8兆円減少した。他方で同期間のインバ
ウンド消費額は6.8兆円増加している。インバウンド消費に
よる収入が全国の観光産業において大変重要だと言えるだ
ろう。

三つ目は、訪日客のエリア分散を示す数字だ。外国人の
延べ宿泊者数比率は、19年には三大都市圏が60%、地方で

40%を占めていたのに対し、23年は三大都市圏が70%を占
めている。外国人観光客がより三大都市圏に集中し、地方
部では減少しているということだ。

局部的に起こるオーバーツーリズム問題に対処しつつ、
6,000万人が日本全国に訪れてもらうにはどうすればよいか
を考えなければならない。宿泊税は持続可能な観光産業を
目指すべく、効果的な投資に使われるべきものであり、財
源の使い方を早くから議論する必要がある。

宿泊税という特定のキーワードに
熱い議論が交わされた

本日は観光振興財源・宿泊税という特定のキーワードに
ついて深い議論を交わすことができ、大変有意義であった。

セッション１では観光財源の必要性について議論を進め
たが、米国フロリダ州と比較すれば、観光立国に向けてや
はり日本の観光投資財源の少なさが大きな課題だろう。

セッション２ではMICE＊の施設数や来訪者の多様化に
対する取り組みなど、いくつかの具体的な事例の紹介もあっ
た。マスツーリズムに対応した問題を解決し、財源を確保
しながら投資を行うことが、持続的な観光産業の成長につ
ながることを具体的にご示唆いただいた。

本会の観光戦略委員会では、観光財源の議論に１年間取
り組み、提言にまとめた。これを参考にしているという声
を多くの自治体などからいただいている。今日のセッショ
ンも、各地での観光財源に関する議論の手助けになってい
くものと確信している。

＊ �Meeting（会議・研修）、Incentive travel/tour（研修旅行）、Convention（コンベンション）、Exhibition（展示会）または
Event（イベント）の四つの頭文字を合わせた造語で、集客交流が見込まれるビジネスイベントなどを指す総称

観光戦略委員会は2024年３月に公表した提言『自立した地域の観光経営の実現に向けた宿泊税の拡大と観光戦略委員会は2024年３月に公表した提言『自立した地域の観光経営の実現に向けた宿泊税の拡大と
活用』の実践活動の一環として２月14日、都内でシンポジウムを開催した。今後の観光振興の持続的発展に活用』の実践活動の一環として２月14日、都内でシンポジウムを開催した。今後の観光振興の持続的発展に
は欠かすことのできない財源の確保に着目し、その必要性や効果的な活用・使途の考え方について、観光は欠かすことのできない財源の確保に着目し、その必要性や効果的な活用・使途の考え方について、観光
振興に携わる方々や観光地域づくり法人（DMO）の皆さまに参加いただき、二つのセッションで議論を振興に携わる方々や観光地域づくり法人（DMO）の皆さまに参加いただき、二つのセッションで議論を
展開した。展開した。

観光戦略委員会主催シンポジウム観光戦略委員会主催シンポジウム

観光振興観光振興のの鍵鍵
宿泊税宿泊税のの導入導入とと活用活用

伊達 美和子
経済同友会 副代表幹事／観光戦略委員会 委員長
森トラスト 代表取締役

山野 智久
観光戦略委員会 委員長
アソビュー 代表執行役員CEO

KEIZAI DOYU

特集

オープニング（要旨）

クロージング



2025 / 4  keizai doyu04

　国の観光施策の大半は国際観光旅客税で賄っており、こ
の税金は１回出国するごとに日本人も外国人も一律で1,000
円を徴収するものだ。これには快適に旅行できるよう環境
を整備することなど三つの使途が決められているが、必ず
しも観光庁だけで使うわけではない。例えば、出入国審査
が自動化されたが、これは旅客税財源予算から実現したも
のの一つである。
下地　沖縄県では観光目的税（宿泊税）導入について10数
年の議論を重ねてきた。沖縄への観光客数は19年に年間
1,000万人を超えた。コロナ禍では大きく落ち込んだが、こ
こ２年で回復基調にある。県内には約4,000件の宿泊施設が
あるが、大半が小規模事業者であることから、宿泊税の理
解を得るのが難しい面もある。
　沖縄県の観光消費額は県の一般財源予算とほぼ同規模だ
が、観光関連予算はその１％にも満たない。観光客の受け
入れや県民生活への影響など課題はたくさんあり、観光産
業の発展には財源確保の工夫が欠かせない。
　観光目的税については定率で宿泊料金の２%（税額2,000円
を上限とする）案として、６月議会への提出を目指す。２%
ではまだ不十分だが、まずは導入を目指し、使途の調査や
宿泊事業者向けの説明会などを進めようとしている。

宿泊税の導入は住民負担ゼロへの転換
沖縄県では宿泊事業者などと議論を重ねてきた

原　オーランドの位置するオレンジ郡は人口約140万人で、
沖縄県や京都市と同程度だ。宿泊税はオイルショック後、
倒産の危機を迎えていたホテル業界が地元政府に陳情し、
1978年に導入された。定率２%から始めて現在は６%になっ
た。沖縄県は２%から始めるとのことだが、もしオーラン
ドと同じ６％なら税収は約200億円、２％でもその3分の１程
度は確保できるだろう。しばしば宿泊税は外来者の負担増

観光の奨励は地域住民の生活水準向上のために
国際観光旅客税は国の観光振興財源に

長嶋　最初に観光予算を取り巻く状況について伺いたい。
原　私は米国の大学で、観光振興財源やファイナンスを教
えている。企業の目的は利益の最大化だが、中央・地方政
府は納税者（居住者）の生活水準の質の維持・向上が目的だ。
政府はその達成のために存在しており、観光の奨励も「輸出
産業としての観光」により域外からの外貨を獲得すること
が目的である。日本はもともと製造業を中心に外貨を獲得
していたため、観光はあまり重視されていなかった。米国
の観光振興には、地域住民の生活水準の向上に向けて外貨
獲得をしていくという考えが明確にある。
　私が住むフロリダ州オーランドは宿泊税を47年前から実
施し、観光振興の自主財源としている。そのため、一般財
源は地域住民の税金で成り立っており、高齢者福祉や保育・
教育などに使われる。観光産業の奨励は、外から来た人か
らお金をもらい、それを観光奨励予算に使うことが基本的
なモデルとなっている。地域の観光産業成長に必要な資金
を地方特別目的税である宿泊税で確保することで、居住者
負担は一切ないため、オーバーツーリズム問題も聞かれな
い。
鈴木　日本で初めて観光施策が脚光を浴びたのは、03年の
ビジット・ジャパン・キャンペーンが一つの契機だ。この
ころインバウンドは約500万人だったが、10年までに倍増
させるという目標が立てられ、13年に1,000万人を超えた。
その間に政府内の取り組みが強化され、08年に観光庁が発
足した。その後、「明日の日本を支える観光ビジョン」が策
定され、今日につながる国の施策の骨格となった。財源に
ついては一般財源に加えて、国際観光旅客税（出国税）が観
光振興財源となっている。

セッション １

観光予算を取り巻く状況と観光振興財源の必要性について

長嶋 由紀子
観光戦略委員会 
副委員長
リクルートホールディングス 
常勤監査役

原 忠之
セントラルフロリダ大学
ローゼンホスピタリティ
経営学部 テニュア付准教授
＊オンライン

下地 芳郎
沖縄観光
コンベンションビューロー 
会長

鈴木 貴典
観光庁 審議官

パネリストモデレーター
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が議論されるが、観光振興の究極の目的は地域住民の生活
の向上だ。宿泊税の導入は住民負担ゼロへの構造的転換で
あり、広く住民にも理解してもらうべきだ。
下地　宿泊税に関する議論は特別徴収義務者になる宿泊事
業者の皆さんと10数年にわたり行ってきた。インフレ基調
も進むこのタイミングで、財源確保のためには定率制がよ
いと考えた。沖縄がベンチマークとするハワイも同様に定
率制が採用されている。さらに議論が進む中で上限設定の
話もあり、沖縄県ではニセコ町で設定している2,000円を参
考に設定した。本来、上限は設けるべきではないと考えて
いるが、まず今回は導入を先行させ、財源の使途や課題を
考えながら３年後に見直す旨を条例に盛り込むことにして
いる。宿泊事業者の負担が増えることでもあるので、丁寧
な議論を心掛けてきた。財源が限られる中、宿泊事業者か
ら一定の理解は得られており、離島を含む市町村側の理解
を得られれば、一気に進むと考える。
鈴木　オーバーツーリズム問題が言われる昨今、観光財源
の充実は必須事項だ。国際観光旅客税は国が直轄する部分
に使うことはできるが、地方の個別事情に自由に使えるも
のではない。その点では地方独自の観光財源は当然必要だ
ろう。各地域で議論を重ね、財源の使い方を含めて合意形
成を図りながら導入していくプロセスが重要だと考える。

米国のDMOは地域住民に観光産業の重要性を啓蒙
沖縄県も県民生活との共存を重要なテーマに据える

長嶋　本日はDMOの方々に多くご参加いただいている。
米国のDMOの進化についてご説明いただきたい。
原　いくつかの違いが見えてくる。例えば日本のDMOは
外部から観光客を呼び込むためのマーケティングに非常に
力を入れている。一方、米国では地域住民に対して観光産
業の重要性を啓発する活動が行われている。こうした取り
組みこそが、オーバーツーリズムを未然に防ぐために重要
な役割を果たす。
　オーランドには23年、7,400万人の観光客が訪れた。フロ
リダ州全体では人口2,300万人に対し１億4,000万人が訪れた
が、オーバーツーリズムは発生していない。その理由の一
つが地域住民向けの積極的な情報発信だと考える。フロリ
ダ州では、観光客が支払う売上税（日本の消費税に相当）が
州政府の財源となっており、州住民の所得税はゼロだ。「観
光客が訪れ、売上税を納めてくれるおかげである」ことは
繰り返し宣伝されている。また、固定資産税の納税者トッ
プ10のリストが公表されているが、うち９者は観光・ホスピ
タリティ産業の関連企業だ。観光産業のおかげで住民の固
定資産税も軽減されていることも広く発信している。
下地　沖縄県内市町村の全ての観光協会を集めた会議を
行ったが、聞かれる話の多くは財源の問題であった。行政

からは自立を求められる一方で、運営資金は大幅に不足し
ているのが実状だ。宿泊税は主に観光客の満足度を向上さ
せるための施策として活用することがコロナ禍以前の議論
だった。しかし今は、県民生活との共存が大事なテーマだ。
　外寄りのマーケットへのアプローチだけでなく、宿泊税導
入による住民生活との調和への取り組みについても重要な
テーマになっている。より住み良い地域にするためにDMO
はどんな役割を果たせるのか、それをどう県民に理解して
もらうか。DMOの役割を明確にしていきたいと考えている。

米国では観光産業で生活水準が上がると伝え続けている
地域の分断や対立が起きないように進めるために

原　オーバーツーリズムに対して、一つ問題提起したい。統
計データを見ると、来訪者数は米国がトップではない。し
かし、インバウンドによる年間消費額は群を抜いて米国が
トップだ。一方、オーバーツーリズムとして挙がる都市名
は皆ヨーロッパである。この理由を考えてほしい。オーラ
ンドでは26年は観光客数8,000万人を目標としている。こ
れをDMOが皆の前で発表すると、聴衆は喝采し、メディ
アから批判されることはない。普段から地域住民に観光産
業によって生活水準が上がると伝え続けていることが、こ
うした事象に表れている。
鈴木　私は一時期京都府庁に出向していたので、京都の観
光振興の状況を間近で見ていた。確かに一部の地域で混雑
が激しくなっているが他方、素晴らしい美術館や多様な外
食産業が成り立っているのは、観光客による需要の多さゆ
えだ。就業機会が多いというメリットもある。そうした点
が観光協会からも広報されていたが、あらためて情報発信
の重要性を感じている。オーバーツーリズムについても現
状と対策を分析して住民に伝えるプロセスが求められてい
る。観光に起因した地域の分断や対立が起こらないように
進めていかないといけない。
下地　今、沖縄には大きな話題が二つある。一つは宿泊税
の導入、もう一つは今夏開業予定のジャングリアというテー
マパークだ。新たな観光資源が加わることで、国内外から
観光客が多数訪れることが予想される。その受け入れ時に
起こり得る課題は、早急に解決する必要がある。二次交通
としてのシャトルバス手配、景観や環境の整備といったこ
とを観光目的税のモデル事業として先行実施できないかと
いう協議を行っているところだ。また、本日話題に上がっ
たように、マーケットだけではなく地域住民に向き合う必
要もある。DMOがどのように動き、その財源を行政とどう
連携してつくっていくかを考えるべき重要な時期だと認識
している。

特集  観光振興の鍵 宿泊税の導入と活用
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高島 宗一郎
福岡市長

500円の２段階制で、200円の場合、そのうち150円が福岡
市、50円が福岡県に入るという仕組みである。税収は25年
度の予算では30.7億円を見込んでいる。
　税収の使途として、アクションプランを策定し三つの方
向性を掲げた。一つ目が「九州のゲートウェイ都市機能強
化」であり、「西のゴールデンルート」という取り組みを推
進している。これは、九州にはアジアからの観光客が多い
状況にあり、より多様な国からの観光客が平準的に訪れる
環境づくりのための取り組みである。欧米豪からのインバ
ウンドの79.3％が東京・大阪間に泊まっているというデー
タがあり、こういった東に偏った状況を分散させ、西日本・
九州を周遊してもらうために、エリアを超えて連携し、プ
ロモーションを行っている。自治体・DMO・民間事業者が
参加し、モデルルートの紹介や専用ウェブサイトの立ち上
げなどを進めている。二つ目が「MICE都市としてのプレ
ゼンス向上」であり、MICE拠点整備や誘致活動の強化に
取り組んでいる。三つ目が「持続可能な観光振興の推進」で
あり、観光客が多いエリアのエスカレーター・トイレの整
備、地域資源の磨き上げなどに取り組み、観光客だけでな
く市民にも、都心部だけでなく郊外部にも恩恵が生まれて
いる。
　こういった活用事例の見える化が重要であり、事例紹介
を行う冊子作成やホームページ掲載など、市民や宿泊事業
者への周知に努めている。

熱海市はDMOの運営にも宿泊税を活用

齊藤　熱海市は観光に特化した町で、人口約３万3,000人に
対して年間約300万人の観光客が宿泊するという大きな特
色がある。今年４月から１人１泊200円を徴収する定額宿
泊税の導入が決まった。観光客は06年以降徐々に減少し、
東日本大震災の影響で大きく落ち込んだが、19年には312万
人まで回復した。コロナ禍で再び減少したものの、現在は
300万人近くまで回復している。東日本大震災前の下降傾
向から上昇に転じた要因は継続的な観光投資の結果である

オーバーツーリズムとマスツーリズムは区別すべき

杉田　観光振興財源の使途について、多様なステークホル
ダーがかかわる中でどう合意形成を図っていくのか。考え
や取り組み事例について伺いたい。
アトキンソン　人口に対するインバウンドの誘致率は、日
本は先進国30カ国中28位に位置する。日本は国全体として
のオーバーツーリズムはない。問題は局地的な混雑による
不満が生じていることであり、それを日本全体の問題であ
るかのように捉えるのは適切ではない。重要なのはマスツー
リズムに対する対策が不十分であることによる課題なのか、
それとも本当にオーバーツーリズムの問題なのかを区別す
ることだ。オーバーツーリズムは観光地のキャパシティー
を完全に超えている状態を指す。一方で、キャパシティー
は超えていないものの、対応が不十分なために不満が生じ
ている場合は、マスツーリズムへの対策の問題だ。例えば、
大英博物館やベルサイユ宮殿には年間を通じて膨大な観光
客が訪れるが、オーバーツーリズムの問題は指摘されない。
その理由は適切な管理・対策が講じられているからだ。
　日本では現状、局地的な問題が放置されているのではな
いか。解決に向けては財源が必要であり、自治体による宿泊
税の導入が必要だろう。そもそも観光とは都道府県単位で
行われるものではなく、特定の観光地を訪れるものだ。し
たがって、市町村単位での宿泊税導入が適切だと考える。

アクションプランに沿った宿泊税活用と見える化が重要

高島　福岡市は、マスツーリズムに対応できるハードの整
備とソフト面の環境づくりに取り組むため、宿泊税の導入
を進めた。2018年に議員提案による福岡市観光振興条例が
可決され、19年に福岡市宿泊税条例が可決された。アクショ
ンプランとして、観光・MICE推進プログラムを策定し、
税収の使途も明確にした。そして、20年４月１日から宿泊
税条例と観光振興条例が同時に施行された。
　宿泊税は、宿泊料金２万円未満が200円、２万円以上が

セッション ２

観光振興財源の効果的な使途の考え方について

杉田 浩章
観光戦略委員会 副委員長
ボストン コンサルティング 
グループ シニア・アドバイザー

デービッド・
アトキンソン
小西美術工藝社 取締役社長

齊藤 栄
熱海市長
＊オンライン

パネリストモデレーター
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と考えている。その一例が熱海の梅と桜だ。私が市長に就
任した06年当時、市の財政は全国でも６番目に厳しい状況で
あった。木の手入れも行き届かず、訪れた観光客が満足で
きる状況ではなかった。しかし現在では、熱海を代表する
観光コンテンツとなった。
　私がここで学んだのは、戦略的な投資が観光コンテンツ
を生まれ変わらせ、観光産業の発展につながるということ
だ。今春からはDMOの運営にも宿泊税を活用する。DMO
のCEOは全国公募で採用し、外部専門人材と市の出向者が
参画する官民一体組織を組成した。この熱海型DMOが宿泊
税の効果的な活用を進める役割も担っていく。

住民からマスツーリズムへの不安の声も
宿泊税によって実現したものを明示する必要性

杉田　宿泊税導入に向けたプロセスや合意形成のポイント
について伺いたい。
高島　福岡市観光振興条例で、まず市としての基本理念が
定められている。宿泊事業者からは徴収の負担に対する不
安の声も上がっていたが、導入の目的を丁寧に説明し、多
様な観光客を増やす必要性などの理解を求めた。また、宿
泊税を活用した施策によりマスツーリズムに対応していく
など、観光客だけでなく市民にも恩恵のある、納得感のあ
る使い方をすることが重要だ。
齊藤　今春の宿泊税導入までに理解を得るまでに、多くの
時間を要したと感じている。７年前に宿泊税導入の検討を
開始し、選挙公約にも掲げた。当時、温泉観光地では導入
例がなく、事業者の皆さまからは「近隣に顧客が流れるの
では」という懸念の声も上がった。そこで検討委員会を設
け、学識者の意見を取り入れながら議論を進めてきた。
杉田　多様なステークホルダーがいる中で進めていくポイ
ントはあるか。
アトキンソン　熱海市の例にもあるように、重要なのは投
資だ。今やインターネットで簡単に情報が得られ、口コミ
で広まる時代なので、情報発信に税金を投入する意味はほ
とんどない。実際、自治体による発信とインバウンドの成
功には、ほとんど相関関係が見られない。
　もう一つ重要なのが満足度調査のあり方だ。「満足してい
ますか」という聞き方では発展的な議論にはつながらない。
重要なのは「なぜ外国人が来ないのか」「何が不便だったのか」
といった無関心層や課題の調査だ。今までは観光庁がイン
バウンドの不満の声を集めて、その対策を実施してインバ
ウンド誘致に成功している。例えば、洋式トイレの不足、
充電スポットの不足、ATMでの海外のカード利用不可、フ
リーWi-Fiの未整備などといった設備投資こそ情報発信以
上に重要だ。
　確かに税金を使って投資した取り組みや成果を一回PRす

ることが必要である。宝くじの収益で造られた施設にはそ
れと分かる説明書きがあるように、宿泊税を活用して整備
された設備にも「この財源で実現しました」と明示しては
どうか。例えば、新幹線のフリーWi-Fiや空港の充電設備
は、インバウンド戦略のために実現したものだ。施策の成
果をPRすることで、観光目的税は特定の人だけでなく住民
にも役立っていることがより伝わる。
高島　宿泊税に対する評価を測るため、福岡市では旅行者
や宿泊事業者に対してアンケートを行っている。また、宿
泊税への理解促進に向けて、成果を明示することが必要だ
というのは同感であり、毎年度、宿泊税を活用した事業を
分かりやすくまとめた資料を作成して市民や議会に丁寧に
説明を行っており、それが理解を得ていく上で非常に重要
なプロセスだと考えている。

投資の一環としてDMOの整備を進める
市町村もDMOも「稼ぐ力」に貢献を

齊藤　宿泊税を発想した根本には観光投資強化への思いが
あった。しかし、当時の市役所には観光の専門家がいない
上、職員は数年ごとに異動するため、人材育成にも課題が
あった。そこで、専門性と継続性を兼ね備えた観光のプロ
組織をつくることが投資の一環として最重要だと判断し、
DMOの整備を進めた。宿泊税導入による予算を効果的に活
用する役割もDMOが担う。観光白書の作成により議会や
市民への説明もより明確になるだろう。重要なのは、DMO
にかかわる予算や使途を完全にガラス張りにすることだ。年
度末に余剰が出た場合は基金のような形で管理し、観光に
関連した災害時対応などに活用する仕組みも検討している。
アトキンソン　DMOはマーケティングのための組織である、
と誤解している人が非常に多いと感じている。局地的なマ
スツーリズムの問題を事実として認め、誰が解決すべきか
を考える必要がある。事業者は当然ながら自社の利益を優
先するため、課題の構造的な解決は難しい。また、自治体
の担当者は異動があるため、継続的な対応は難しいだろう。
結果として、マスツーリズムなどの対応の役割を担うのは
DMOしかない。
　世界的に見ても、DMOは問題解決の主体となっていて、
日本でも海外の先行事例を参考にDMOを整備したはずだ。
だが、PR活動やマスコットキャラクター制作などに軸足が
置かれ、大きなずれを感じる。重要なのは地域の観光資源
をしっかり磨き上げ、訪問者数と観光収入を適切にマネジ
メントすることだ。インバウンド戦略は稼ぐために行う戦
略である。DMOも市町村も「稼ぐ力」に貢献してもらわなけ
ればならない。昨年、観光産業は日本第２位の輸出産業と
なった。2030年ごろには１位になると言われている。稼ぐ
ために、よりストレートに考えるべきだと私は思う。

特集  観光振興の鍵 宿泊税の導入と活用
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企業のDX推進委員会
委員長／伊藤 穰一・上野山 勝也・鈴木 国正

AIの技術が加速度的に進化し、スマートフォンなど身近な製品にも活用され
るようになってきた。他方で、日本はAI技術において他国に後れを取っている
と指摘する声も多い。激動する深化と適応の新時代に向けて日本と日本の
経営者が考えるべきことについて、伊藤穰一・上野山勝也・鈴木国正の３委
員長が語った。

>> 委員長メッセージ

AIAIの進化がもたらすの進化がもたらす
不確実性の時代に不確実性の時代に
日本の強みを活かすには日本の強みを活かすには

自然言語での活用が可能に
不確実性と変化を俯瞰的に捉える

上野山　AIという言葉が示す先進技術
は時代によって変わります。2025年時
点ではChatGPTに代表される「生成
AI」でしょう。それが社会に対してど
のような意味を持つかというと、英語
や日本語などの「自然言語」で操作す
るソフトウエアを出現させた点が非常
に大きいと言えます。ご存じのように
学習して言葉を話すものもあれば、ド
キュメントを要約するものもあります。
プログラミング言語ではない、自然言
語での利用を可能にした点で革新的で
あり、より広範に活用し得るものとなっ
ています。
　現在のAIのレイヤー構造は「基盤モ
デル（LLM）」と、その上に「アプリケー
ションソフト」とその「ユーザー」があり、
下には「半導体」「電力」という基盤が
あります。AIはこれら五つのレイヤー
から構成されていると捉えることがで
きます。例えば、国家覇権を争う半導
体や爆発的な消費電力など、各レイヤー
で起きていることを俯瞰的に捉えるこ

とが必要でしょう。
鈴木　AIは23年度の委員会でも複数回
テーマにしてきました。また昨年６～
10月にかけて、日本経済新聞主催の
AIニッポン活性化会議というラウンド
テーブルにおいて、川添雄彦・日本電
信電話取締役副社長・副社長執行役員・
CTO、樋口泰行パナソニック コネクト
取締役執行役員プレジデント・CEO、
野中賢治マッキンゼー・アンド・カン
パニー・インコーポレイテッド・ジャ
パンシニア・パートナー、大野誠イン
テル取締役社長や本委員会の３委員長
も含めてAIについて別途議論をして
きました。
　今回の提言はその際に浮かび上がっ
た論点を含めて、委員会においてさら
にブラッシュアップしたものです。

AI領域で、日本は遅れているのか
ハード中心の設計思想は足かせか

伊藤　AIの研究において、日本はかな
り遅れているとの見方が一般的です。
論文の数から言っても今は中国が１位
で、インド、米国も結構進んでいます。
レイヤーごとに違いはありますが、基

盤モデルについて日本は主たる存在と
はなっていません。また、企業の導入
率も非常に低い。海外の調査では、日
本のAI競争力は世界で11番目＊とされ
ています。
鈴木　日本はハードウエアのものづく
りを基本とした文化を培ってきました。
デジタル分野においてもソフトウエア
やインターフェースから考えるのでは
なく、製造技術のコアから組み立てる
独特の思考をしており、進化の速度と
いう点ではこれが弱みの原因になって
いるのでしょう。ソフトウエアを使う
側の視点から試してみる、動かしてみ
る、そういう文化が本格的に入ってこ
ないと、常に後れを取る可能性がある
と思います。
上野山　情報技術で日本はずっと後れ
を取ってきたと思いますが、現在の技
術は全世界で一瞬に同期される性質が
あり、遅れの幅は狭まってきています。
他方で、日本では社会全体のインフラ
のクオリティーが高いからAIを使わな
くても大丈夫だという感覚があり、そ
の意味では導入する必然性をあまり感
じない人が多いという課題もあるかも

  （インタビューは３月13日に実施）

伊藤 穰一 委員長
デジタルガレージ 取締役 兼 専務執行役員 
千葉工業大学 学長

1966年京都府生まれ。95年デジタルガ
レージ設立、代表取締役、2006年取締
役。11年米マサチューセッツ工科大学

（MIT）メディアラボ所長。クリエイティ
ブ コ モ ン ズ 最 高 経 営 責 任 者 の 他 、
ニューヨーク・タイムズ、ソニーなどの
取締役を歴任。21年千葉工業大学変革
センター長。1997年経済同友会入会

（2005年退会、23年５月再入会）。23年度
より企業のDX推進委員会委員長。

＊ AI世界ランキング2024年版（グローバルAIインデックス）
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しれません。

「おもてなし」できるロボット
その発想こそが日本の強み

伊藤　西洋ではAIは競争に勝つための
道具と捉えられています。そのため、
コントロールせずに独断で判断・作業
させるのは危険だ、というのが基本的
な考え方です。一方、日本はそれとは
大きく異なります。「ドラえもん」や「鉄
腕アトム」のようなロボットアニメが
文化として根付いており、AIと一緒に
行動しようとします。その中ではAIが
人間のために「おもてなし」の方法を
自分で考えて、任せると自律的に助け
てくれることを期待しています。きち
んと育てればAIはうまくやってくれる、
というのが日本人の楽観的な考え方で
すが、その方がうまくいくのではない
かと思います。
鈴木　AIと戦う米国と、AIと共創する
日本という対比ができそうです。そう
した観点で活用できそうな分野が二つ
あります。一つは「おもてなし」。特に
観光や医療・介護の分野で有効ではな
いかと考えます。もう一つは「匠の技術

との擦り合わせ」です。例えば、カメラ
レンズの製造は微細な技術を要する匠
の世界ですが、レンズ職人は激減して
います。そこでAIで多くの部分を補完
し、職人並みの技術を発揮させること
が期待できるかもしれません。

どのように活用すべきか
事業の本丸・コア業務へのAI活用

上野山　提言の一つとして、企業の人
事や金融機関の事務処理など事業の本
丸であるコア業務へのAI活用の推進を
挙げています。人手が足りないから業
務にAIを掛け合わせた結果、その本業
自体の形態が変わるということがあり
得ます。例えば、AIを活用し、与信が
仮に10秒でできるようになれば、金融
のビジネスモデルに競争力が生まれま
す。業務効率化というより、コア業務
を強化するような活用が求められてい
るのではないでしょうか。
伊藤　日本の企業は伝統的な工法や経
営を守りながら少しずつ改善するノウ
ハウに長け、それが他国にはない強み
なのですが、ビジネスモデルを劇的に
転換することは苦手です。しかし現在

の国際的な競争下では、日本の会社は
利益率が低く、改善が必要です。AI化
をきっかけに革新的にモデルを変える
企業もあるべきでしょうし、AIを理解・
活用できる経営層を備えることが求め
られます。
鈴木　提言ではCAIO（最高AI責任者）
の重要性を強調しました。経営者の資
質、マインドセットが非常に重要で、
AIを有効に使って機会創出できる経営
とそこに行き着かない経営とでは違い
が出るでしょう。企業間のみならず、
日本企業とグローバル企業体のディバ
イドにつながるのではないかと思いま
す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　
AIの利活用推進のための環境づくり
不確実だからこそ着実に進める

伊藤　日本はAIと親和性の高い文化を
有する一方で、テクノロジーの専門的
観点が抜け落ちた法体系になっていま
す。これはDX全般に言えることです
が、AIの利活用のためのデータ活用と
個人情報保護法をアップデートすべき
だと思います。例えば、医療情報など
でデータと産業を連携・接続させる仕

上野山 勝也 委員長
PKSHA Technology 代表取締役 

1982年大阪府生まれ。2007年東京大学
大学院工学系研究科修了、13年松尾研
究室にて博士（機械学習）取得。07年ボ
ストンコンサルティンググループ入社。
1 2 年 A p p R e S e a r c h（ 現 P K S H A 
Technology）設立、取締役、12年代表取
締役。2021年７月経済同友会入会。23年
度企業のDX推進委員会副委員長、24年
度同委員会委員長。

鈴木 国正 委員長
インテル 前・取締役会長

1960年神奈川県生まれ。84年横浜国立
大学卒業、同年ソニー入社。VAIO事業本
部長、ソニー・コンピュータエンタテイ
ン メ ン ト 副 社 長 、ソ ニ ー モ バ イ ル コ
ミュニケーションズ社長兼CEOなどを
歴任。2018年インテル取締役社長、24年
取締役会長。2018年12月経済同友会入
会。22年度経済安全保障・科学技術委員
会副委員長、23年度より企業のDX推進
委員会委員長。
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組みが必要です。あるいは知的財産関
係の諸制度を整理するなどの環境整備
が不可欠です。
鈴木　政府の構想では、2026年までに

「デジタル推進人材」を約230万人育成
するという目標を掲げています。とこ
ろがその経過を見ると、どのレイヤー
の人材の話をしているのかがはっきり
可視化されていません。省庁間での連
携も図られてはいますが、強いリーダー
シップで流れを作っていただきたいと
思います。
上野山　現状、事業を行っていて個人
情報保護法がブレーキになるケースが
よくあります。こうした部分の改革や
規制緩和が検討されており、大きな前
進が期待されます。日本には技術はあ
るし、人材ポテンシャルも高いのです
が、人の配置だけが適正化されていな
いのでは、という仮説を持っています。
AIの進展で人材が必要となる分野、構
築すべき組織はある程度はっきりして
いるので、技術的な意味でも、企業の
人事部門は適正な人材配置を考えるこ
とが必要ではないでしょうか。
鈴木　AIの世界で今後どのような変化
が起こるのか、言い切ることは難しい
ですが、一つ確実なことは、AIが活用
できるか否かで経営の質に大きな差が
生じるということです。絶えず新技術
を人に任せず自分自身で触れていくこ
とが、企業経営者にとっては何より重
要なことだと考えます。
伊藤　AI化によるさまざまなリスクに
ついて、なぜそのようなことが言われ
ているのか、一度立ち止まって考えて
みるべきです。不確実だからこそ、「今
後こうなる」といった予見に惑わされ
ず、着実に歩みを進めることが大切で
はないでしょうか。

１．�「ノンコア業務」だけでなく「コア業務」
へAIを活用し競争力強化

　AI導入の最大の効果は主たる事業の本丸
に使うことで、事業価値の最大化が実現へ。
２．�CAIOを設置し、ソフトウエア・AI設
計の外部依存モデルを早期脱却

　技術速度が速く、事業範囲が広い、かつ
リスク管理が重要なため、専門的責任者

（CAIO）を設置すべき。

３．�ソフトウエア・AI活用が評価・推進す
る人事制度・人材育成の仕組みへ変革

　デジタル時代に対応するためには新たな
評価基準が必要。人事制度・人材育成を変
革すべき。
４．AI活用のガバナンス・ルールの設定・更新
　ガバナンスにおける二重のループを更新
し続けること。さらにサイバーセキュリ
ティが重要である。

１．�AI・半導体・エネルギーの３分野での
横断連携の強化

　「AIをそもそも何に使うべきか」を考え、
五つのレイヤーを俯瞰して戦略に落とし込
むべき。
２．�日本の強みを活かすAIoT領域への産
業投資の促進

　日本の強みを活かすAIoT領域への産業
投資を促進。AI Embedded Machine領
域へ重点的に投資を加速すべき。
３．�AIの利活用促進のためのデータ活用・
個人情報保護法へのアップデート

　データ利活用による社会課題の解決が重

要な課題になる中で、個人情報保護法を
アップデートすべき。
４．�DFFTの流れを、データネットワーク
構造立ち上げに接続させる

　DFFT（Data Free Flow with Trust：
信頼性のある自由なデータ流通）の流れを、
データネットワーク構造立ち上げに連携さ
せ、データと産業を接続すべき。
５．�デジタルやAIリテラシーへのさらなる
強化

　産業や教育界ではさまざまなベストプラ
クティスを基に、人材政策を点から線、線
から面への活動にすべき。

１．好奇心と批判思考の重要度が高まる
　新たなテクノロジーであるAIを使いこ
なす好奇心や批判思考を養うべき。AI時代
は「問題を解く力」よりも「問題を設定する

力」が重要。
２．AIに何を任せ、何を任せないか
　AIをツールと考え、苦手な部分をAIに
任せることで、個人の能力や才能を拡張す
べき。

急速に発展する生成AIを含むAIの技術
は、テクノロジーと生活者との関係を劇的
に変える可能性がある。またグローバルで
は、国や地域、企業が熾烈な競争（ゲーム）
を日々繰り返している。

そこで今回は、AIを俯瞰的に捉え、さら
に未来予測や日本の強みを分析しながら、
AIによる不確実環境の下への対応能力を上
げることを目的に、企業・政府・個人の視
点について提言を示す。

Ⅰ  企業への提言

Ⅱ  政府への提言

Ⅲ  個人への提言

提言概要（４月４日発表）

不確実性とAI
～進化と適応の新時代へ～

詳しくはコチラ

提言を分かりやすく
まとめた動画も配信中！
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紹介者

樋口 泰行
パナソニック コネクト
取締役執行役員 プレジデント・CEO

経済同友会 つながる

▲ ▲ ▲

RELAY TALK #306

金融ビッグバンを提唱し、日本の金融自由化をリードなさった蠟山昌一先生は私の

大学時代の恩師です。「君は外資系の方が向いていると思う」。このアドバイスのお陰で

今の私があります。

卒業目前のことでした。ゼミ生に向かって「君たち、これから社会に出るにあたり、

三つのことを覚えておくといいよ」とトレードマークのパイプを片手に満面の笑みで

語り掛けてくださいました。

一つ目は、「毎日どんなに忙しくても日経新聞を読み続けること」。ゼミでは毎回生徒

が日経の記事を基に課題を提示しディスカッションを行っていました。卒業後も、

日々刻々と変化する世界の実態を知り、視野を広く取り自分なりの経済・社会の見方

を持てるように研鑽
さん

してほしいとの私たちへの期待でした。

二つ目は、「世の中は需要と供給で成り立っていることを忘れないこと」。基本的な

ことですが奥深く、私はそれ以来常に頭の中に需要・供給曲線のグラフを浮かべてい

ます。現在のマーケットはどう定義されているのか。競合状況は。その中でより高い

価格で、より多くの人に求められるためにはどうすればよいのか。新しいマーケット

を創ることはできないのか。同じマーケットでも差別化ができないか。意味のある持

続可能な付加価値を創造することはできないのか。ブランドの成長戦略を練るときも、

自分自身の社会での役割を考えるときも、有効なフレームワークです。

三つ目は、「ごちそうになったら、次の日必ず感謝の気持ちをお伝えすること」。さま

ざまな人脈をお持ちで幅広く人生を楽しんでいらっしゃった先生ならではのアドバイ

スでした。

先生のような強烈なポジティブインパクトは残せませんが、40年前に頂いた教えを

糧に、少しでも次世代のお役に立てる人間でありたいと思う今日この頃です。

40年前の恩師の教え

　   

▲ ▲

次 回リレートーク

今井 斗志光
豊田通商
社長・CEO

井上 ゆかり
日本ケロッグ

代表職務執行者社長
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政治・行政改革委員会（2024年度）
委員長／新芝 宏之・神津 多可思

昨年成立した政治改革関連３法には、政治資金の透明化につながる内容も盛り込まれた。しかし、
なお不透明な「政治とカネ」に対する国民の不信は依然根強い。政治資金の透明化や政党ガバナ
ンスの向上、適正な政治資金のあり方について、新芝宏之・神津多可思両委員長が語った。

>> 委員長メッセージ

政治資金の必要性を
国民が判断できるように
まずは徹底的な透明化を追求

徹底した透明化がなされない限り
根本的な問題は解決しない

新芝　昨年12月の政治改革関連３法お
よび改正歳費法の成立により、政策活
動費は廃止され、調査研究広報滞在費

（旧・文書通信交通滞在費）は使途公開
と残額返還が義務付けられるなど、政
治資金の透明化につながる内容が法制
化されました。これらは一定の評価は
できると思いますが、「政治資金の透
明化」が達成されたとは到底言えない
と考えています。
　企業・団体献金についても、仮に禁
止されたとしても、それが根本の問題
なのかという疑問があり、徹底した使
途の透明化がなされない限り、根本的
な問題は解決しないのではないか。こ
うした認識で議論を重ねてきました。
　具体的には資金移動を複雑化させて
いる政治団体の存在や政党交付金のあ
り方、政党法の必要性、そして企業・
団体献金のあり方について検討してき
ました。現在、こうした部分にもよう
やく社会的な注目が集まるようになっ
てきたと感じています。
神津　提言では「政治資金の流れが不
透明で監査も形骸化」「政党交付金の不

適切な使用と受領する政党の役割・責
任の不明確さ」「企業・団体の政治資金
に関する説明責任」の３点を主要な課
題と捉え、これらを解決することでよ
り徹底した透明化を図ることを訴えま
した。
　透明化が進まない背景には、政治に
はどれだけお金が必要なのかがよく分
からないことがあります。歳入と歳出
が不透明では本当に必要な資金なのか
合理的な判断ができず、国民が求めて
いる政治資金の透明化・適正化にはな
りません。資金の使途について、第三
者の目線から検証できる仕組み作りが
必要ではないかと考えています。

民間企業と同等の政治資金監査
検索や名寄せが可能なデータベース

新芝　昨年の法改正では、政治資金収
支報告書のデータベース化、監視機関
である政治資金監視委員会の国会への
設置が盛り込まれました。この２点は
非常に重要な要素なのですが、詳細な
制度設計は今後の議論に委ねられてお
り、実効性を持たなければ、これもま
た言葉だけの改革となります。
　そうならないため、まずは政治資金
の現金授受を完全に禁止した上で、会

計処理は企業同様に複式簿記で行うべ
きでしょう。そうすることで初めて、
管理・検索のできる統一されたデータ
ベースを作成することができ、監査の
適正性を保つことができます。
神津　現在のような不透明な会計のあ
り方では、監査を行うこと自体に困難
を伴います。監査をして適正と判断を
した後に、万一不正な支出が発覚した
場合、監査をした人も責任を問われる
可能性があります。監査を行うにあた
り、政治活動のための費用であるかの
判断基準もない中で妥当性を判断する
リスクが高過ぎるのです。そもそも国
会議員関係だけでも約2,000の政治団体
があり、数の上でも大変な作業です。
政治資金監視委員会が全てチェックす
ることは困難でしょう。
新芝　現在、政治家個人に対する献金
はできません。しかし政治団体には可
能であり、また政治資金団体とは別の
使途公開基準が低い「その他政治団体」
も多数存在します。これも政治資金の
流れを複雑かつ不透明にさせる要因と
なっています。少なくとも同一の国会
議員が複数の政治団体を持つべきでは
ないし、関係する団体を連結決算化す
ることも考えられるでしょう。

  （インタビューは３月17日に実施）
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　そうした整理を行った上で、検索や
議員名や寄付者名などによる「名寄せ」
が可能なデータベースを構築する。資
金の妥当性にまで踏み込んだ監視を行
うには、こうした取り組みが不可避だ
と思います。

政党法による政党のガバナンス向上
交付金の使い残しは国庫に返納

神津　一方、政党は国民の税金を財源
とする政党交付金を受け取っています。
党によって異なりますが、政党本部の
収入総額の約７～８割を占めています。
約315億円もの税金が使われているわ
けで、この透明性についても議論を深
めるべきです。
　そもそも政党という存在については、
法律的な根拠が明確にはありません。
しかし公の器である以上、何のために
存在するのかを明確にし、それに賛同
した党員のミッションを定めていくと
いうのが本来あるべき姿ではないでしょ
うか。政党交付金を受け取る政党には、
こうした公的な役割・責任があるとい
うことを明確化するためにも、政党法
を制定することが必要です。
　政党交付金は全額が支出されている
わけではなく、現状では使い残しを基

金として党が積み立てています。能力
はあるけれども資金が足りない人を議
員として国政参加させる、あるいは政
策立案の調査研究に役立てる。そのよ
うな使われ方をされるべきであるし、
なお使い残しがあれば国庫に返納すべ
きものです。提言では政党法によって、
政党交付金の使用・分配などについて
党則を定めるよう義務付けることを提
案しています。
新芝　こうした政治資金の実態はこれ
まであまり国民に知られていませんで
した。昨今の議論を通じてようやく広
く認知されるようになったこと自体は
大きな進歩だと感じています。

企業はステークホルダーに説明責任
第９次選挙制度審議会などで議論を

新芝　企業・団体献金についても透明
化こそが肝要です。データベース化が
進み政治資金の入りと出がはっきりす
れば、禁止すべきか否かという議論自
体はなくなるはずです。公になれば、
個別の献金の妥当性が問われるように
なるからです。
　そのため、企業側としても自主的に
努力すべきです。政治献金について、
経営会議や取締役会など責任の機関を

決めて所在を明らかにし、ステークホ
ルダーに対する説明責任を果たすとい
うことが非常に重要だと考えます。
神津　透明化が進むことで、企業は献
金の妥当性について株主に説明するこ
とが可能となるでしょう。企業・団体
献金のあり方については、政治家だけ
の議論で結論を導き出すのではなく、
企業あるいは学界など第三者の立場か
らの検証も必要であるため、提言では
速やかに外部有識者からなる「第９次
選挙制度審議会」などを設置して十分
な議論を始めるべきだとしています。
　政治資金の透明化を徹底し、また審
議会などでの議論を進める間はどうし
ても一定の時間が必要です。その間、
企業サイドでもガバナンス、ディスク
ロージャーの仕組みを構築することが
現実的かつあるべき方向性ではないで
しょうか。

政治資金の問題は実に奥が深い
企業人の立場から発信し議論を喚起

新芝　企業・団体献金を禁止すれば問
題が解決するという単純な構図ではな
い、ということは強調しておきたいで
す。どのような形になっても必ず抜け
穴を探し出します。結局、何にどれだ

新芝 宏之 委員長
岡三証券グループ 取締役社長

1981年早稲田大学商学部卒業、同年岡
三証券（現岡三証券グループ）入社。90
年ハーバード大学ケネディ行政大学院
行政学修士課程修了。2001年取締役、06
年専務取締役を経て、14年取締役社長。
2015年4月経済同友会入会。16年度より
幹事。19・20年度政治改革委員会委員
長、21～23年度未来選択会議世話人、24
年度より政治・行政改革委員会委員長。

神津 多可思 委員長
日本証券アナリスト協会 専務理事

1980年東京大学経済学部卒業、同年日
本銀行入行。2010年退行後、リコー経済
社会研究所主席研究員。15年副所長・主
席研究員、16年所長を経て、21年日本証
券アナリスト協会専務理事。2016年5月
経済同友会入会。19年度より幹事。20年
度経済財政推計PT委員長、21・22年度経
済財政推計研究会委員長、23年度より
政治・行政改革委員会委員長。
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け政治資金が必要なのかがはっきり分
からなければ、献金のあるべき姿も分
からないのです。
神津　別の視点で言えば、ならば政治
資金は全て税金で賄うべきか、という
と必ずしも妥当ではないでしょう。国
民のボランタリーな意志や寄付で政党
が形成され、民意を反映した政治を行っ
ていくのが本来的な民主主義のあり方
です。半面、個人献金に偏った形では
個人に利益をもたらす政治家ばかりが
国会に集まり、国の行く末を決めるこ
とになってしまいます。そう考えると、
政治資金の問題は実に奥が深いのです。
さまざまな立場の政治家が存在してよ
いが、資金の透明化に耐えられること
が前提となる、ということではないで
しょうか。
新芝　さまざまな利益の主張がぶつか
りあって、最終的な合意形成がなされ
ていくのが政治というプロセスだと思
います。今までそれが国民の目には見
えにくいブラックボックスの中で行わ
れてきたことが問題だった、と考えま
す。資金面も含めて、まずは全てをテー
ブルの上に開示する。その先に議論が
行われていくということが大切なので
はないでしょうか。
　政治家だけで政治資金の議論をして
いると抜け穴も多数残ってしまい、残
念ながら根本的な解決策の提示にはつ
ながりません。だからこそ企業人の立
場から「開示・透明化が重要だ」と発信
することで議論を喚起し、より良い日
本のあり方に結び付けていきたいと考
えています。
神津　ビジネスの世界に身を投じてい
ると、どうしても政治の世界は縁遠い
ものに感じてしまいがちです。しかし、
場合によっては政治と直面することも
ある民間人の経営者だからこそ、問題
点に気が付いたり、提案したりできる
こともあると思います。今回の提言も、
そのような立場から提示した議論の材
料と言えます。政治に携わる方も含め、
ここをベースに議論して深化させてい
きたいと考えます。

　繰り返される「政治とカネ」にまつわる
不正を根絶して、国民が政治資金の必要性
を判断できるようにするために、抜け道の
ない資金の使途と流れの透明化の徹底と監
視機能の強化が不可避である。
①政治資金の流れの可視化
・�政治資金の現金授受を完全禁止し、資金

の流れを追えるようにする。
・�同一の国会議員が複数の政治団体を持つ

ことを禁止する。
・�データベース管理システムを構築し、名

寄せ、検索、分析を容易にする。
②政治資金の具体的使途・目的の公開
・�全ての支出の具体的な使途・目的を報告

書に記載する。
③民間企業と同等の政治資金監査の実施
・�監査の適正性を保つために政治資金の会

計処理では複式簿記を導入する。
・�政治資金監査では必要性・妥当性を確認

することとし、政治資金監視委員会を有
効に機能させる。

　政党は国民の意見を国会に反映させる「公
的な役割」を担っており、その役割・責任
を明確にすることが重要である。とりわけ
政党交付金を受領している政党は、国民が
納得できる政党交付金の使用、透明性のあ
る政党の体制構築が必要である。
①�政党が公的な役割と責任を果たす仕組みの構築
・�政党法を制定し、政党の自己統治能力を

高める。
・�政党交付金を受け取る政党は「公的な役

割」があること、政治家が起こした不祥
事などに関する政党の責任の果たし方や
その意思決定の方法を含めた政党内部の
機関の権限・機能を政党法に規定する。
②政党交付金の適切な使用
・�政党交付金に関しては、政治家が政策立

案に専念できるよう、党内の適切な分配
を行うための基本方針を党則で定めるこ
とを政党法に規定する。

・�税金であることを鑑み、政党支部が受領
した政党本部からの政党交付金を含め、
使い残しがあれば基金として積み立てる
ことはせず国庫へ返納する旨を政党法に
規定する。
③�政策力・人材力向上への政党交付金の活
用・内部統制状況の公開

・�政策力や人材力への投資、候補者や党役
員の選定プロセスに関する事項について、
党則で定めることを政党法に規定する。

・�また、党則の規定に対する内部統制シス
テムの運用状況が分かる報告書を開示す
ることを政党法に規定する。

企業・団体献金のあり方の検討にあたっ
ては、第９次選挙制度審議会を設置し十分
な検証や議論の上、結論を出すことに加え、
企業・団体側も政治献金の意思決定の適正
性や情報の透明性を向上させることを検討
すべき。

政治家だけでなく個人、企業、団体、さ
らにメディアそれぞれができる努力をし、
企業・団体献金についても全ての国民から
納得感の得られる姿にしていくべき。

一昨年末に発覚した「政治とカネ」の問題
を契機に、昨年６月の通常国会および12月
の臨時国会において、政治改革関連法が改
正された。しかし、これをもって国民の政
治不信が払

ふっしょく

拭され、政治改革が成し遂げら
れたとは言えず、特に政治資金の透明化に
関して、いまだ多くの課題が積み残された
状況にある。

どのような制度を作ったとしても抜け道
ができてしまうことは明らかだが、重要な
ことは透明化であり、それは政治資金の

「入り」はもちろんのこと、「出」(使途)がよ
り重要であると考える。透明化を通じて政
治資金の必要性を国民が判断できるように
し、政治に対する信頼を取り戻すことが重
要である。

Ⅰ  政治資金の使途と流れの可視化・監査の質の向上

Ⅱ  政党法による政党交付金を受け取る政党の役割・責任の明確化

Ⅲ  第９次選挙制度審議会の速やかな設置と企業・団体における
　  自主的な透明性の向上の検討

提言概要（３月11日発表）

政治資金の徹底した透明化を
～国民が信頼できる政治の実現に向けて～

詳しくはコチラ
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DOYUKAI
REPORT ２月17日開催

共助資本主義の実現委員会共助資本主義の実現委員会
「共助資本主義の実現に向けた大学連合」スタート「共助資本主義の実現に向けた大学連合」スタート
経済同友会は２月17日、共助資本主義の
実現委員会と連携する「共助資本主義の実
現に向けた大学連合」設立総会を開催した。
参画する13大学の他、インパクトスタート
アップ協会、新公益連盟が出席した。総会
後の記者会見では、髙島宏平副代表幹事と
共同発起人である藤井輝夫東京大学総長、曄道佳明上智大学長らが活動の目的と展望を語った。

いま、私たちが生きている世界には、
気候変動、自然災害、生物多様性の損
失、国際紛争、飢餓、貧困、格差など、
さまざまな課題が山積しています。今
まで人類は、物質的・経済的発展を追
求して活動してきましたが、これだけ
では人類のさらなる繁栄や幸福が実現
できないことに気付かざるを得ない状
況となりました。

一方で、最近は、自分たちの手で社
会をより良い場所にしたい、と考える
学生が増えてきていると感じます。目
の前にある地球規模の課題に対し、見
て見ぬふりをして背を向けるのではな
く、それに果敢に取り組みたいと考え
る学生たちを応援するため、東京大学
ではさまざまなプログラムや機会を提
供しています。一方で、このような取
り組みは東京大学に限らずさまざまな
大学で行われているはずで、志を同じ
くする大学同士で共に活動すること
で、学生や研究者たちがより幅広い体
験や交流機会を得ることができると考
えました。「共助資本主義の実現に向
けた大学連合」は、このような発想か
ら始まりました。
「大学連合」は、国公立・私立の枠組み

を超えて、多様な機会を提供すること

を通じて共助人材を育成し、産業界や
NPOなどさまざまな業界と積極的に連
携しながら、社会課題解決に向けた具
体的なプロジェクトを進めていくこと
を目指します。さらに、研究機関とし
て社会的インパクトの評価研究を実施
するなど、さまざまなアプローチを通
じて、共助資本主義の実現に向けて取
り組んでいきたいと考えています。大
学連合の取り組みによって、誰もが生
きやすい、より良い社会が実現するこ
とを願ってやみません。
■大学連合の目的

社会課題先進国ともいえる日本にお
いて、地域・分野を問わず、大学なら
びに研究機関で学問を追究する学生お
よび研究者に対し、共助人材として産
学官民の垣根を越え、複雑化する社会
課題の解決を実現する新たな担い手と
しての交流・学修・創発・実践の機会を
提供。
■予定している取り組み
①教育プログラムの設立

連合参加大学の学生が所属大学を問

わず、参加可能な社会課題解決関連の
プログラム設立〈上智大学〉
②学部生の社会起業支援プログラム

公益財団法人Soilと連携した「Soil×
大学連合」の学部生向け社会起業支援
アクセラレーターの実施
③大学のソーシャルセクター連携

各大学の既存プログラムにおける、
インパクトスタートアップやNPOの代
表の紹介・連携
④震災復興ボランティア

能登の震災後にボランティア活動を
している学生間の連携強化と、地域と
の継続的な連携につながる活動
⑤社会課題解決型インターンシップ

企業における社会課題解決型のイン
ターンシップを、大学連合所属大学の
学生向けに広く周知・案内
■設立時参画大学（受付順）
東京大学／上智大学／東京外国語大学
／中央大学／関西大学／法政大学／東
北大学／立命館大学／早稲田大学／立
教大学／東京科学大学／大阪大学／帝
京大学

メッセージ

藤井 輝夫

共助資本主義の実現委員会 
副委員長
東京大学 総長

Ａ．コミュニティ形成 ▶「共助資本主義」に関する理解促進と熱量のあるコミュニティを

Ｃ．インパクト形成 ▶活動のインパクトを可視化・発信

Ｂ．プログラム形成 ▶セクターを超えた協働プロジェクトに学生・研究者が参画

● 既に多数存在する各大学のプログラムのさらなる拡大の機会提供
● 共助資本主義や社会起業に興味関心のある学生・研究者が集える場づくり
● 既存の大学プログラムにインパクトスタートアップやNPOが連携する機会提供

● セクターを超えた共助プロジェクトへの参加機会づくり
● 民間・ソーシャルセクターと連携した大学における社会起業の教育プログラムづくり
● 研究者と社会課題の現場を民間・ソーシャルセクターでつなぐ機会づくり

● 創出されているインパクトの可視化
● 社会課題解決に向けて取り組む関係人口の発信
● 所属を超えた、学生・研究者の活動インパクトを発信

●大学連合の段階的展開
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新入会員紹介
会員総数 1,763名（2025年３月21日時点）

明司　雅宏 佐崎　孝教 国元　規正
所　属：サントリーホールディングス
役　職：�執行役員

所　属：BofA証券
役　職：�取締役副社長

所　属：テルモ
役　職：取締役常務経営役員

山田　貴博 原　市郎 北島　義斉
所　属：アビームコンサルティング
役　職：取締役社長

所　属：�アビームコンサルティング
役　職：執行役員プリンシパル

所　属：�大日本印刷
役　職：取締役社長 

大見　秀人 伊藤　弥生 市川　雅一
所　属：あおぞら銀行
役　職：�取締役社長 CEO

所　属：日本郵政
役　職：取締役

所　属：�日本軽金属
役　職：専務執行役員

菅野　等 山本　昇 島津　めぐみ
所　属：�電源開発
役　職：取締役社長 社長執行役員 

所　属：�ルネサス エレクトロニクス
役　職：社外取締役 

所　属：富士通
役　職：執行役員副社長 COO 

松岡　真宏 佐藤　裕紀 津久井　幸一
所　属：�YCP Japan
役　職：代表取締役 

所　属：�中部電力
役　職：専務執行役員 

所　属：�アドバンテスト
役　職：�代表取締役兼経営執行役員社長  

Group COO

国谷　一彦 生嶋　太郎 橋本　康彦
所　属：�安藤・間
役　職：取締役社長 

所　属：�TDK
役　職：執行役員 

所　属：�川崎重工業
役　職：�取締役社⻑執⾏役員
　　　　最⾼経営責任者 

金子　剛史 十時　憲司 宮尾　文也 
所　属：�川崎重工業
役　職：常務執行役員 

所　属：�川崎重工業
役　職：執行役員 

所　属：�レオパレス21
役　職：取締役社長 

持田　直道 中村　昭 田中　美和
所　属：�レオパレス21
役　職：取締役 常務執行役員 

所　属：みずほリース
役　職：取締役社長 

所　属：�Waris
役　職：共同代表／共同創業者 

藤原　伸一 佐藤　裕久 石原　紀彦
所　属：オートバックスセブン
役　職：�専務取締役

所　属：バルニバービ
役　職：�取締役会長CEO兼CCO

所　属：データセクション
役　職：取締役社長CEO

益田　俊哉 星　文雄 濵口　慶太
所　属：�ゴールドクレスト
役　職：執行役員 

所　属：中央可鍛工業
役　職：独立社外取締役 

所　属：�シーユーシー
役　職：代表取締役 
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岡本　光太郎 大澤　陽樹 井川　伸久
所　属：明光ネットワークジャパン
役　職：�取締役社長

所　属：オープンワーク
役　職：�取締役社長

所　属：日本ハム
役　職：取締役社長

津田　聰一朗 原田　淳 岡田　陽介
所　属：東京製鐵
役　職：執行役員

所　属：�博展
役　職：代表取締役 社長執行役員 COO

所　属：�ABEJA
役　職：代表取締役CEO 

松崎　神都 佐久間　勇 川股　将
所　属：ヘッドウォータース
役　職：�取締役

所　属：GMOインターネット
役　職：執行役員

所　属：�jig.jp
役　職：取締役社長CEO

西川　徹 岡野原　大輔 佐藤　輝英
所　属：�Preferred Networks
役　職：�代表取締役 最高経営

責任者、共同創業者 

所　属：��Preferred Networks
役　職：�代表取締役 最高研究

責任者、共同創業者  

所　属：�ビーネクスト キャピタル 
マネジメント

役　職：代表 

野澤　遼 等々力　浩太 小森　美加
所　属：�enechain
役　職：取締役社長 

所　属：�クォリティフーズ
役　職：取締役社長 

所　属：�ケイ・エス・オー
役　職：代表取締役 

永井　淳代 幸村　潮菜 中山　貴美子
所　属：�伊藤喜ベストメイツ
役　職：監査役 

所　属：ウィルミナ
役　職：代表取締役 

所　属：�キンダーキッズ
役　職：代表取締役 

加藤　憲博 ケビン　プラストウ 秋谷　芳英
所　属：�大成
役　職：取締役社長CEO 

所　属：�BTSジャパン
役　職：Managing Director 

所　属：�創価大学
役　職：副理事長 

大野　政嗣 加福　真介
所　属：�ボディワークサービス
役　職：代表取締役 

所　属：ワールド・モード・ホールディングス
役　職：代表取締役 

退 会

有馬　誠 
所　属：MAKコーポレーション
役　職：�代表取締役

◆復帰
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グローバル化や情報化、少子高齢化など社会の急激な
変化に伴い、求められる日本の教育政策について、「質の
高い教育を提供するには」「新しい学力観」というテーマ
で、日色保「学校と経営者の交流活動推進委員会」委員
長と横浜創英中学・高等学校校長を歴任した教育アドバ
イザーの工藤勇一氏が議論した。

経済同友会×ビジネスメディア PIVOT  コラボ
未来志向の政策トーク番組

 「日本再興ラストチャンス」
“教育”  

日本再興ラストチャンス  経済同友会と
ビジネスメディアPIVOTがコラボレー
ションし、YouTubeで配信する未来志
向の政策トーク番組。「失ってしまった」
30年を経て、これからどのように日本
を、経済を再興すべきか。経済学者と経
営者との対話を通じて、解決に向けたア
クションプランを提案します。
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INFORMATION

〈出演者〉　※役職は配信時点

日色 保　経済同友会 副代表幹事／学校と経営者の交流活動推進
委員会 委員長（日本マクドナルドホールディングス 取締役社長 
兼 CEO）●国内アルバイトクルー約21万人を抱えるマクドナル
ドのかじ取りを担う。経済同友会では主に社会保障・教育領域を
担当し、出張授業も数多く実施。
工藤 勇一　教育アドバイザー／内閣府 規制改革推進会議 専門
委員／横浜創英中学・高等学校 前校長●公立中学校教諭、東京
都教育委員会勤務を経て麹町中・横浜創英中高校長を歴任。宿題
や固定担任制の廃止など自律を重視した教育改革を実施。
中室 牧子　慶應義塾大学 教授／教育経済学者●奈良県出身。
慶應義塾大学卒業後、日本銀行入行。米国コロンビア大学にて
修士号取得。日銀退職後、世界銀行欧州・中央アジア地域総局
で教育セクターの分析に携わる。

〈進行〉　佐々木 紀彦　PIVOT CEO（MC）

「経営者と大学生の未来創造フォーラム」を開催

「未来・夢へのキャリア形成」をテーマ
にディスカッションを行った。その後
の交流会では、学生の関心が高い自身
の成長機会や企業経営の実践などが話
題となった。

高等教育機関との連携PTは３月15
日、「経営者と大学生の未来創造フォー
ラム」を開催した。日色保同PT委員
長をはじめ経営者14人と大学１・２年
生62人が参加し、「私たちの未来・夢」



私の

192025 / 4  keizai doyu

私は2017年より約３年半ABACの日本代表委員を当時の

安倍首相から拝命しました。ABACとはAPEC（アジア太平

洋21カ国・地域の経済協力の枠組み）から正式に認められた

民間ベースのビジネス諮問会議のことです。APEC各国はそ

れぞれ３人の代表委員を任命し、毎年11月に開催されるAPEC

本会合に向けて民間ビジネスベースでAPEC首脳ならびに各

国政府に対し政策提言を行うための会議体です。年間４回

ABAC会議は加盟国持ち回りで開催され、通訳を入れない

平場の会議で各国の本音と建前が入り乱れながら、コンセン

サスベースで政策提言をまとめ上げていくというプロセスを

踏んでいます。

私も金融経済部会の議長を２年間務めるなど、ABAC委員

として随分苦労もしましたが、パプアニューギニアなどなか

なか行けない国に行き、加盟国首脳との直接対話ができると

いう得難い経験もしました。首脳との直接対話では３年間の

うち２年続けて中国・習近平国家主席と少人数での対話をす

ることができました。対話後記念撮影をするのですが、その

写真を中国人の友人・知人に見せると皆の顔が一様に大きく

驚きの表情に変化するのも懐かしい思い出です。

ABACの国際会議では夫婦同伴が半ば一般的で亭主同士が

昼間会議場で口角泡を飛ばしながら議論しつつも、ディナー

の席上では夫婦同伴で親しく会食をしながらお互いに着地点

を探るといったことも普通に行われていました。私も途中か

ら家内を同伴し、家内同士、他国のABAC委員の奥様たちと

LINEを交換しながら和気あいあいの交流を楽しんでおりま

した。やはりあらゆる交渉の基本は人間関係の構築にあると

あらためて実感した次第です。

林 信秀
日本経済調査協議会
理事長

ABAC委員の思い出

2018年パプアニューギニアでのAPEC首脳との直接対話
（前列右から２番目が習近平国家主席。筆者は後列右から

４番目）

2017年ベトナムでのAPEC首脳との直接対話（前列左から
２番目が習近平国家主席。筆者は後列右から４番目）
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